
当社グループでは、「東亞合成グループリスク管理規程」に基づき、リスクごとに所管する部署を定め、所管部署を中心として事
業継続計画（BCP）策定や予防・回避を目的としたリスクマネジメントなどの適切なリスク対策を実行します。各部門がリスクの評
価および対策を行うとともに、経営会議および取締役会が定期的にグループのリスクの全体像を把握し、対策の妥当性を確認する
ことで、迅速なリスク対策と全社的なリスク管理を行っています。また、リスクが顕在化した際には、グループ対策本部を設置し機
動的に危機事態に対応することとしています。

当社グループでは、リスクが顕在化した場合でも事業が継
続できるようBCPを策定し、優先して継続すべき事業の基準
や被害状況に応じた目標復旧時間などを整備しています。

また、危機事態に直面した際の組織体制や具体的な行動手
順などを「東亞合成グループ危機事態対応規程」に定めてい
るほか、事象別・事業所別には「緊急事態措置マニュアル」
を定め、定期的な訓練を行っています。

加えて、それぞれのリスクに関して発生確率や影響度に基
づき評価することで、リスク全体の管理や対策の優先順位づ
けなどに活用しています。

危機事態発生時に迅速かつ適切な対処を取れるよう、様々
な事態を想定して危機事態対応訓練を実施しています。事態
の性質や取組み状況を踏まえ、実演形式での訓練や議論を中
心とした図上訓練など、実施方法を使い分けて訓練を行って
います。また、訓練で判明した課題は、各部門で共有の上、
改善に向けたアクションを進めています。

2025年には、首都直下地震発生を想定した危機事態の対
応訓練を実施しました。本社ビルの機能が停止した場合の初
期対応を確認したほか、BCP拠点を兼ねる寮・社宅を会場に、
サテライトオフィスでの勤務テストを行い、危機事態が長期化
した場合の対応力強化を図っています。

入口・出口・内部の各段階で、多層防御によるセキュリ
ティ対策を行っています。主な対策として、ファイアウォール、
アンチウイルスソフト、振る舞い検知、メール送受信制限など
が挙げられます。

また、ランサムウェアの巧妙化をはじめとしたサイバー攻撃
リスクの増大に対応するため、セキュリティベンダーによる監
視とセキュリティ診断を実施し、診断結果に基づいた対策の
アップデートを推進しています。さらに、サイバー攻撃による
システム障害が発生した場合を想定して、BCP体制の検証を
進めており、事業継続計画のブラッシュアップを図ってい 
ます。
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当社グループでは、国内・海外問わずすべての役員・従業
員が良き社会人として正しい行動をするための根本規範として、

「東亞合成グループ行動憲章」および「東亞合成グループ行
動基準マニュアル」を定めています。

これらは、当社グループの全員に配布しているコンプライアン
スハンドブックに掲載することで、周知・徹底を図っています。

コンプライアンスや人権に関する問題を早期に発見して解決
する仕組みとして「企業倫理ヘルプライン（コンプライアンス・
ホットライン）」を社内・社外にそれぞれ設置し、専用の電
話・Eメールで連絡を受け付けているほか、「セクシャルハラス
メント等相談専用窓口」を設置し、性別を問わず働きやすい
環境づくりにも力を注いでいます。また、匿名での通報をはじ
めとする通報者の保護や内部通報体制の実効性向上を目的と
した「内部通報に関する規程」で定める内部通報フローに沿っ
て受付・調査・フィードバックを適切に実施しています。また
通報者のプライバシーを侵害しない範囲で通報件数やその概
要について、コンプライアンス体制強化の取組みと併せて従業
員へ周知しています。

行動憲章および行動基準マニュアル

内部通報制度

コンプライアンス意識浸透のため、職場やキャリアなどに合
わせて様々な形態で教育を実施しています。

グループ全従業員を対象に、当社の事業に関わる法令や東
亞合成グループ行動基準マニュアルなどを掲載したコンプライ
アンスハンドブックを配布し、各職場で定期的な読み合わせを
実施しています。また、従業員ごとのキャリアに応じた教育と
して、新入社員や昇格者を対象としたハラスメント防止のため
の研修を行っています。2025年には、公務員やみなし公務員
との付き合いが多い部門を中心に、付き合いにおける禁止行
為についての説明会を行い、認識を深める機会となりました。

このような教育は法令改正や各職場の課題に合わせて継続
的に実施されており、2025年はコンプライアンスに関連する
ものだけでもグループ各
社合わせて700回以上の
実施が報告されています。
当社グループは、今後も
各種教育を通じてコンプ
ライアンス体制のさらな
る強化を目指してまいり
ます。
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コンプライアンスリスクマネジメント

社外弁護士を含む委員で構成されるコンプライアンス委員
会を設置しています。同委員会は、海外グループ会社を含む
グループ内の全法人を対象に、コンプライアンスの実践状況
を定期的に監督・調査し、改善勧告を行っています。2025年
はコンプライアンス委員会を2回開催し、当社グループにおけ
るコンプライアンスの実践状況について議論を交わしました。
改善が必要な事項については勧告や是正措置実施の支援など
を行い、コンプライアンス遵守体制の維持に努めています。

当社グループでは、法令改正等に対応して順次規程類の整
備や社内教育等を実施しています。

たとえば製品の価格改定にあたっては、「独占禁止法遵守委
員会」の審査を経ることで法令違反の未然防止に努めており
ます。2025年には、2026年1月の下請法改正への対応として、
当社の指針や取組みを定めた「独占禁止法遵守マニュアル」
を改定するとともに、当社グループの担当者を対象としたウェ
ビナー形式の教育を実施しました。

コンプライアンス委員会

事業活動上のコンプライアンス

G  ガバナンス

  考え方•方針（ビジョン）   企業倫理と法令遵守

  リスクマネジメント体制

想定されるリスク
●  自然災害の発生
●  事故の発生
●  市場ニーズの変化、競争激化
●  各種規制・法改正・貿易制限・国際関係悪化等
●  固定資産の減損
●  製造物責任、リコール、品質不良等
●  情報セキュリティ
●  原燃料・資材等の高騰、原油・ナフサ価格の変動
●  感染症・伝染病
●  原燃料供給の停止、サプライチェーンの切断
●  環境汚染、サステナビリティの要請
●  為替の変動
●  人権・コンプライアンスリスクの発生

2026年コンプライアンス委員会
●  委 員 長：グループ経営管理本部長
●  副委員長： グループ業務本部長 

技術生産本部長兼研究開発本部長
●  委　　員： アロン化成㈱コンプライアンス委員長 

経営企画部長・社内弁護士・社外弁護士
●  事 務 局：総務法務部

※ 議題に応じてオブザーバーが参加

委員会の機能
（1） コンプライアンスを重視した経営の維持・向上・推進の支援
（2） コンプライアンスの実践状況の監督・調査および改善の勧告
（3） コンプライアンスの徹底のための継続的な教育・啓蒙活動

の実施の支援
（4）「内部通報に関する規程」に定める是正措置等の実施
（5） コンプライアンス上の重大な問題がある可能性を認識し

社内外への影響が大きい場合の、第三者委員会設置による
調査などの社長への対応策の提言
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